
― ― 次 第 

１ 開 会

２ あ い さ つ

３ 議 事

（ １） 審査事項

市民まちづく り提案事業協働事業部門（ 行政提案型事業） 交付申請団体の審査につ 

いて【 資料１】  

（ ２） 協議事項

   ① 地域組織のあり方について（ 椿委員による発表）【 資料２】  
   ② 市議会６月定例会について（ 地域組織のあり方検討に関連する事項）【 資料３】  
   ③ 地域組織支援モデル事業一括交付金の運用状況について【 資料４】  
   ④ スケジュールほかについて【 資料５】  

（ ３） 報告事項

審査結果報告

４ そ の 他

 次回日程 ９月を予定 

5 閉 会

第２回 鳥取市市民自治推進委員会

日時 令和元年７月２５日（ 木） 10: 00～12: 00 

場所 市役所本庁舎６階第１会議室
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総務企画委員会
文教経済委員会

資料 

令和元年６月１９日

担当課
電話 
(内線)

協働推進課
0857-20-3170(内線80-2340) 
生涯学習・ スポーツ課 
0857-20-3370(内線80-5140) 

令和元年度 地域組織のあり方検討について

１ これまでの取り組み                                

本市では、平成２０年を協働のまちづく り元年とし、まちづく り協議会の設立を呼びかけ

るとともに、助成金の交付や関係者を対象とした研修会を開催するなど必要な支援を行って

きました。  

それから１０年が経過し、急速な人口減少や少子高齢化、地域課題の多様化、地域のつな

がりの希薄化など、地域コミュニティを取り巻く環境は厳しさを増しており、地域によって

は、人材や資金の不足など組織や活動の維持存続に不安を抱えておられる状況があります。  

このような状況を踏まえ、地域と共に地域組織のあり方の検討を進めており、平成２９年

度に実施したアンケートや意見交換、平成３０年度に実施したモデル地区との話し合いやフ

ォーラムの結果などを踏まえ、本年度から試行的な制度を運用しています。  

【 試行的な制度】 H31. 2. 4 協働のまちづく り推進本部確認

目的： 地域コミュニティの将来像やあり方を共有し、その実現のために「 学びの成果を生

かした住民主体の地域づく り」 を実践する地域組織を支援する 

内容： まちづく り協議会と公民館運営委員会の組織の一体化 

まちづく り協議会と地区公民館に関連する補助金等の一括交付 

２  令和元年度の取り組み                               

（ １） 試行的な制度の運用と評価 

試行的な制度について、明治地区、用瀬地区、佐治地区の３地区が活用を希望され、以下

の事業計画で取り組みを進められています。  

制度の運用状況は、年に複数回、地域に伺い確認するとともに、まちづく り協議会の研

修会や地区公民館の会議などで情報共有を行います。また、来年度以降の制度のあり方の

検討に生かします。  

①明治地区の取り組み 
・ 一人ひとりに密着した活力ある地域づく り（ 生涯学習・ コミュニティ部）  
・ 健康福祉と人権尊重の地域づく り（ 健康・ 福祉・ 人権部）  
・ 安心安全な地域づく り（ 安心・ 安全部）  
・ 自然環境と特色を活かした地域づく り（ 自然環境・ 地域活性化部）  

   ※参考に組織図を掲載（ 次項）。  

②用瀬地区の取り組み 
・ 災害、人権に関するまちづく り（ 生活安全部）  
・ 環境美化の保全（ 地域美化部）  
・ 文化活動の育成と青少年の健全育成（ 教育文化部）  
・ 健康に暮らせるまちづく り（ 健康福祉部）  
・ 地域の賑わい創出と活性化につながるまちづく り（ 地域活性化部）  
・ 情報の発信と啓発を推進するまちづく り（ 広報部）  

③佐治地区の取り組み 
・ 健やかに暮らせるまちづく り（ 健康･福祉部）  
・ 個性を生かすまちづく り（ 文化･スポーツ部）  
・ 美しい自然を守り、活気あふれるまちづく り（ 地域･環境部）  
・ みんなが主役のまちづく り（ 広報部）  
・ 集い、学びあい、つながる生涯学習（ 公民館事業部）  

資料３ 
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※平成31年4月に組織改編。取り組みを通じて地域づく りと社会教育のより一層の連携を進める。 

（ ２） フィールドワーク（ モデル地区との意見交換） の実施 

引き続き、地域組織のあり方を共に考えていただく モデル地区を募り、市の制度や支援

のあり方について検討を進めます。 

① ②本年度は、 現在進めている試行的な制度、 地区公民館の地域運営（ 来年度からの試

行に向け検討）を主な内容とし、昨年度話し合いを進めてきた宮下地区、佐治地区に加え、

試行的な制度の活用地区、その他希望される地区（ 募集中） と共に話し合いを進めます。 

３  全体スケジュール                                 

 検討スケジュールは、資料３－１のとおりです。  

 市民自治推進委員会からは、全市一律の制度とするのではなく 、それぞれの地域に合った

やり方を選択できるような制度設計が必要であるとの意見をいただいており、地域からも、

柔軟な運用ができる仕組みづく りが求められています。  

引き続き、地域や関係団体（ 組織）、関連する審議会等の意見を伺いながら、令和３年度か

らの本格運用を目指し、市の制度や支援のあり方の検討を進めます。 

明治郷づくり協議会組織図

活
動
内
容

・公民館事業
・施設管理
・事務運営
・広報
（公民館だより・チラシなど）

・サークル活動
・ものづくり
・人づくり
・講演会・講座
・サークル活動
・公民館施設管理

・防災訓練
・防犯活動
・交通安全活動

・健康づくり
・福祉活動
・人権推進活動

区長会

協議内容：
事業の運営に関する
こと各部との連絡調整

健康・福祉・人権部 安心安全部
自然環境・
地域活性化部

会 長

総務会

会長
副会長
(区長会長・公民館長（兼事務局長）
・公民館運営委員長）

各専門部長
庶務・会計(公民館事務局員）

・自然保護
・環境美化
・空き家対策
・小規模転入促進事業

公民館
（事務局）

生涯学習・
コミュニティ部

部
員

公民館運営委員長
公民館長・職員
公民館運営委員
サークル代表者
区長

社会福祉協議会
健康づくり推進員会
人推協
民児協
体育会
老人クラブ
区長

区長
自主防災会
消防団
交安協
交対協

区長会
不法投棄委員会
女性会
小学校
小学校PTA
放課後こども教室
農業法人
加工品組合



協働のまちづくり推進本部（H29.8.7決定、H30.6.4更新、H31.2.4更新）

地域組織のあり方検討（協働のまちづくりガイドライン、地区公民館の活用の基本方針）の進め方イメージ

検討に当たっては、次のステップ（段階）を経ることとします。ＳＴＥＰ２のモデル的な取り組みと検証は、状況に応じ、複数次に分けて行います。

これまでの取り組み これからの取り組み

■ 関係団体、組織等
まちづくり協議会

自治連合会

地区公民館

■ 各種審議会等
市民自治推進委員会

地域振興会議

社会教育委員会議　ほか

■ 広報、広聴

■ 協働のまちづくり推進本部
本部会議

幹事会(地域組織のあり方検討PT)

ＣＳＴ

■ 関係部署等
協働推進課

生涯学習・スポーツ課

各支所地域振興課　ほか

市
民
等

行
政
等

検討の段階

説
明

情報共有 情報共有

現状や課題

の整理、検討

の進め方の

取り組みへの

意見、提言など

現状や課題

の確認など

検
討
の
進
め
方
の
共
有

意見交換

・地域特性や課題の把握

・考え方のすり合わせ

・あるべき姿 など
モデル的な取り組み（希望する地域）

意
見
交
換
の
状
況
の
共
有
、
モ
デ
ル
的
な
取
組
の
開
始

新
た
な
制
度
の
運
用
（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
基
本
方
針
の
策
定
）

意見交換

策定後も継続

して意見交換

や取り組みの

検証を行い、

随時見直し

意見交換を踏まえた検討

推進本部や各種審議会等

への状況報告など

意見交換を踏まえた検討

モデル的な取り組みの検証

推進本部や各種審議会等への状況報告など

STEP1

意見交換

（Ｈ２９）

STEP2 モデル的な取り組みと検証（Ｈ３０～） STEP3

運用と改善

（Ｒ３～）

地
域
に
出
向
く

地
域
に
出
向
く

フィールドワーク（Ｈ３０～）

組織や資金の一本化の試行（Ｒ１～）

公民館の地域運営の試行（Ｒ２～）

パブコメ

(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等)

資料３－１
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鳥取市議会 令和元年６月定例会 一般質問（ ６月21日） 長坂議員（ 概要抜粋）

１ 地区公民館運営に関連して

(１ ) 地区まちづく り協議会に対する総括について                                            

■ 長坂議員 
鳥取市では、自治基本条例が施行された平成20年を協働のまちづく り元年とし、地区公

民館を地域コミュニティの拠点として位置付け、地域コミュニティ計画に基づく活動への

助成や公民館職員の１名増員など支援を行うこととし、まちづく り協議会の立ち上げを呼

び掛けてきました。  

現在、市内全61地区にまちづく り協議会が設置され、すでに10年以上、活動が進めら

れていますが、いま一度、この間を振り返ってみて、今日までのまちづく り協議会の取り

組み経過についてどのように総括され、その中で見えてきた課題について市長はどのよう

に認識されているのか伺います。  

□ 深澤市長 
 協働のまちづく り元年である平成20年度以降、市内全61地区にまちづく り協議会が設

立され、地域コミュニティ計画に基づく 、さまざまな活動が展開されてきているところで

す。この十数年間で、地域の皆さんが主体となられた、地域課題の解決や魅力あるまちづ

く りの取り組みは、広がりを見せており、地区公民館を拠点とする地域コミュニティの活

動は着実に成果を上げてきていると認識しています。  

一方で、急速な人口減少や少子・ 高齢化、地域課題の多様化など、地域コミュニティを

取り巻く環境は、まちづく り協議会が設立された当時より厳しさを増してきており、地域

によりましては、人材や資金の不足など、組織や活動の維持存続に不安を抱えておられる

状況があると認識しているところです。  

(２ ) 地区公民館モデル地区指定の根拠と今後の考え方について                                

■ 長坂議員 
地域組織のあり方検討の取り組みとして、平成29年８月、協働のまちづく り推進本部会

議において検討の進め方を確認されて以降、各地域のまちづく り協議会、地区公民館の現

状把握と、それらを踏まえたモデル的な取り組みとして、平成30年度に２つの地区、すな

わち宮下地区と佐治地区をモデル地区として指定されていますが、指定の根拠や理由につ

いて伺います。 

□ 安本市民生活部長 
地域組織のあり方検討の取り組みの中におきまして、平成29年度に、まちづく り協議会

やその事務局である地区公民館を対象にして、地域組織のあり方についてアンケート調査

や意見交換などをさせていただいてきました。その中で、１つ目には組織の重複の解消に

よる運営の効率化、２つ目として補助金などの資金の一本化、３つ目として公民館の地域

による運営など、主にこの３点が課題解決に向けたキーワードとして挙げられたところで

す。  

平成30年度は、これら課題解決の可能性について、地域の特性や実情を踏まえた検証を

市と一緒になって行っていただける地区を募ったところ、宮下地区と佐治地区から希望が

あり、ともに検討を進めることとしたものです。  

参考資料 
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■ 長坂議員 
昨年度、地域組織のあり方検討で宮下地区、佐治地区、２地区を指定されたわけですが、

具体的にどのような協議をされて、その結果を今年度の取り組みにどのように生かされて

いるのか、その内容について伺います。  

□ 安本市民生活部長 
モデル地区の宮下地区、佐治地区とは昨年度、定期的に話し合いを重ねてさせていただ

いてきました。その中で、地域が目指す姿やイメージを共有し、組織のあり方、資金のあ

り方、運営のあり方について段階的に整理しながら、将来を見据えた組織や運営のあり方

について、一緒になって検討を進めてきました。これら検討の中で、モデル地区からは、

まちづく り協議会と公民館運営委員会の組織の一体化、関連する補助金などの一括交付、

地区公民館の地域運営など、本市の制度の見直しに期待が寄せられたところです。  

これらの検討を踏まえ、本年度からは、１つには、まちづく り協議会と公民館運営委員

会の一体化を図ることができるよう、鳥取市公民館条例施行規則の一部改正を教育委員会

が行いました。また、２点目として、まちづく り協議会と地区公民館の事業に関する補助

金や委託料を一括して交付する地域組織支援モデル事業一括交付金を試行的に制度化した

ところです。本年度、地域としては、明治地区、用瀬地区、佐治地区の３つの地区におい

て、この試行的な制度を活用いただいているところです。  

■ 長坂議員 
モデル地区を募って地域組織のあり方の検討を進める取り組みは、今後も計画的に継続

してなされようとしているのか伺います。 

□ 深澤市長 
このモデル地区の取り組み状況は、適宜、情報発信をしており、今年度も、試行的な制

度に関心を寄せていただいている地区へ説明に伺うようにしているところです。今後も引

き続き、モデル地区を募り、ともに話し合いをしながら進めていきたいと考えています。  

■ 長坂議員 
それは、手挙げ方式ですか。  

□ 深澤市長 
３地区について、試行的に取り組みを進めていただいていますので、そういった状況等

についても各地区に説明いただき、自分たちの地域でも新たな取り組みをやってみようと

いう意向があれば、一緒に話し合いをしながら進めていこうと考えているところです。  

(３ ) 地域組織のあり方検討の進捗と今後について                                            

■ 長坂議員 
少子・高齢化の進行により地域の担い手不足が深刻化しているわけですが、地域からは、

自治会とまちづく り協議会の会長が数多くの地区で重複している、例えば鳥取地域では33

地区中16地区、そして新市域では28地区中５地区で会長がダブっています。自治会とま

ちづく り協議会はどう違うのか、公民館が主体となってまちづく りを進めたいが、公民館

職員が多忙になってきているという話もお聞きします。  

今後の協働のまちづく りをどう考えていくのか。そこで、平成30年12月２日に開催さ

れた平成30年度参画と協働のまちづく りフォーラムで、市長はまとめの中で、地域の特性
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や強みを生かした地域運営を行っていただきたい、来年度以降、具体的に地域の実情や時

代に即した制度、支援の見直しを行いたいと発言しています。まちづく り協議会のあり方

について、今後どのようにお考えになっているのか、見直しの考え方も含めて、あるのか

ないのかも含めて伺います。  

□ 深澤市長 
まちづく り協議会を含めた、地域組織のあり方検討について、鳥取市自治基本条例に基

づく附属機関である市民自治推進委員会からは、全市一律の制度とするのではなく 、それ

ぞれの地域の実情に合わせて選択できるような制度設計が必要であるとの意見をいただい

ているところです。  

また、地域からは、地域づく り懇談会において、まちづく り協議会事務局の充実や役割

の明確化が必要、地域づく りに関連する団体（ まちづく り協議会や自治連合会、地区公民

館） が一体となった取り組みを進めたい、まちづく り協議会でなく ても同じような目的の

団体であれば補助金を出すなど柔軟な制度にできないかなど、さまざまな御意見をいただ

いておるところです。  

地域の特性や持ち味に応じて柔軟に制度を運用していく ことは非常に大切なことである

と考えており、仕組みづく りに当たっては、一律ではなく 、地域の実情に合わせて選択で

きるものとなるよう、地域のいろいろな御意見をいただきながら、一緒になって検討を進

めたいと考えているところです。  

 見直しなのかどうかということでお尋ねをいただきましたが、まちづく り協議会を設置

して10年以上が経過しています。その間、社会の状況も大きく変わってきていると思いま

すので、そのような社会情勢等に合った制度としていく見直しは、必要であると考えてい

るところです。  

■ 長坂議員 
全市一律ということは考えていません。現行どおりで行うところもあるでしょうし、公

民館事業と一体化したほうがよりスムーズにいくのではないかという地域もあると思いま

す。その辺は柔軟に対応していけばいいと思っていますので、今後ともしっかり取り組ん

でいただきたいと思います。  

そこで、地域組織のあり方検討は継続的にこれからも取り組んでいこうとされているの

か、スケジュールも含めて伺います。 

□ 深澤市長 
地域組織のあり方検討は、第10次総合計画（ 計画期間： 平成28年度から令和２年度ま

で） において取り組むこととしており、引き続き、地域、また関係団体、関連する審議会

等の御意見を伺うとともに、試行的な制度を実施していきながら、令和３年度からの制度

運用を目指して検討を進めていきたいと考えています。  

(４ ) 地区公民館の運営形態について                                                        

■ 長坂議員 
 地区公民館の運営について、例えば松江市や倉吉市の地区公民館は、指定管理者制度を

導入されています。本市は、現在の運営形態をそのまま継続していこうとされるのか、あ

るいは指定管理者制度の導入について検討していこうとする考え方なのか、市長並びに教

育長の見解を伺います。  



- 4 - 

□ 深澤市長 
 本市としては、社会教育と地域づく り活動のより一層の連携を図り、住民自治を推進し

ていく ことが大切であると考えており、活動の主体となられる地域組織が、より裁量を持

って地区公民館の運営を行っていただく ことができるよう、指定管理者制度を活用するこ

とも選択肢の一つであると考えています。引き続き、地域や市民自治推進委員会、社会教

育委員会などの御意見もいただきなら検討を進めていきたいと考えています。  

□ 尾室教育長 
地区公民館は、平成20年に鳥取市自治基本条例が制定され、コミュニティ活動の拠点施

設という位置づけが加わり、社会教育のみならず、地域づく りの拠点としても重要な機関

となりました。持続可能な地域づく りを進めるための学びや人づく りがより一層求められ

ているものと認識しています。  

教育委員会としては、地域の社会教育の振興という機能の向上を図るとともに、社会教

育を基盤とした住民自治の仕組みづく りが必要であると考えています。そのためには、地

域の実情に合った公民館の運営形態が選択できることが大切と考えており、地区公民館へ

の指定管理者制度の活用もその選択肢の１つであるとは考えています。  

■ 長坂議員 
私は、指定管理者制度それ自体を全てよしとはしていません。指定管理者制度の関係の

質問をしたのは、松江市の例があるからです。松江市は全体で32の地区公民館があり、そ

のうちの28館が指定管理です。４つの地区公民館、松江市に合併しました東出雲町は直営

ということです。  

松江の28の地区公民館の館長の勤務は週29時間であり、報酬は月額21万5,000円で

す。鳥取市の場合、館長は現行週12時間で６万3,000円です。本市と松江市を比較すると

かなりの賃金格差があるわけで、指定管理者制度に移行して公民館長、職員の皆さんの処

遇改善が図られるのであれば、私はそれもよしだと思っています。指定管理者制度の導入

に当たり、処遇改善も含めた検討をしっかりしていただきたいと思います。  

(５ ) 会計年度任用職員への移行に伴う課題について                                          

■ 長坂議員 
地区公民館長会で来年の４月以降、会計年度任用職員制度の導入に向けた検討状況の説

明があったようですが、それによると館長の勤務時間は週 19 時間で検討されているよう

です。大胆な質問をすると怒られるかもわかりませんが、地区公民館は地域コミュニティ

の重要な拠点であり、館長はフルタイムにして、意欲のある例えば40 代でも 50 代でも、

優秀な人材を活用しながら、もちろんそれには生活ができる賃金保障する、そういったこ

とをもうそろそろ検討してみる時期に差しかかっているのではないかと考えますが、市長

の認識を伺います。 

□ 深澤市長 
 本市では、このたびの会計年度任用職員制度導入に当たり、昨年９月に地区公民館長を

対象に勤務形態調査を実施しました。その結果、現状を踏まえた館長の勤務時間は週15時

間から 20時間、この回答が全体の59％を占めるという結果でした。人口減少、少子・ 高

齢化により、地域では担い手不足が深刻な状況にある中で、現状に近い勤務形態、職務内

容と勤務時間とすることが新制度への円滑な移行につながるものと考えているところです。 

大胆な御提案ということでした。そういった考え方ももちろんあると思っていますので、
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御提案として受けとめさせていただきたいと思います。現在のところ、新制度への円滑な

移行ということを考え、この調査結果をもとにした制度としていきたいと考えているとこ

ろです。  

■ 長坂議員 
今の答弁は、以前、私が質問したときの答弁と一緒なんです。現行の公民館長の意向が

そうであるからと。そうではなく 、地域のまちづく りをしていく という視点に立った、鳥

取市としての行政としての基本的な物の考え方についてどうですかということを尋ねたわ

けですから、そういった立場でお答えをいただきたかったと思います。  

会計年度任用職員への移行に際して、公民館長も特別職から会計年度任用職員として勤

務時間も７時間ほど延びるわけですが、身分の変更など制度改正するのであれば、本来そ

の改正に伴った報酬額などの具体的な勤務諸条件は大枠この程度になるということも含め

て、早い段階で説明していくべきだというのが、私は本来の姿ではないかと思います。そ

れがいまだ何もなされていない。この現状について、市長はどのような見解を持っている

のか伺います。 

□ 深澤市長 
会計年度任用職員へ移行後の報酬額などの具体的な勤務条件等については、現在、鋭意

検討を進めているところです。また、国におかれても現状等を今調査しておられる状況に

あります。また、勤務条件等の内容については条例で定めていく必要がある事項もありま

すので、９月定例市議会において提案させていただき、議決をいただいた後に説明してい

きたいと考えているところです。  

■ 長坂議員 
公民館長や公民館職員の皆さん、本当に悶々 とした気持ちでおられます。全ての館長や

職員の皆さんに聞いたわけではないですが、努力をいただきたいと思います。  

 そこで、会計年度任用職員の報酬は、一般行政職の給料表と連動とあるが、どのような

検討を進めているのか伺います。  

□ 河井総務部長 
 会計年度任用職員の報酬については、国の示される報酬決定の考え方によると、常勤の

職員の給与を基礎とすることとなっていますので、それをもとに、一般行政職給料表の一

部を参考とした新たな給料表を作成し、運用していく方向で検討しているところです。  

■ 長坂議員 
 公民館職員の勤務時間は、非常勤職員として週29時間から 30時間になると検討されて

いるとのことですが、例えばここ３カ年の公民館職員の時間外勤務手当の実績について伺

います。 

□ 安本市民生活部長 
 地区公民館職員の過去３年間の時間外勤務の年度ごとの合計時間数で答えさせていただ

きます。まず平成28年度が2,317時間、平成29年度が3,100時間、平成30年度が3,797

時間です。  
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■ 長坂議員 
平成30 年度が3,797 時間ですね。公民館長を除いた公民館職員さん、鳥取市全体183

名で割ってみると、１人年間21時間です。その時間が本当に多いのか少ないのかは申し上

げませんが、私は（ 実態よりも） 少ないような気がします。もちろん、公民館職員さん同

士でシフトを組んだりして時間調整もしておられるでしょうが、例えば地域のイベントが

あったときはかなりの時間働いておられます。改めてこの問題については別途議論させて

もらいます。  

 会計年度任用職員制度では、昇給制度の導入を検討されているようです。公民館長会の

説明資料によると、昇給的概念の導入という表現になっていますが、具体的にどのような

検討が進められているのか伺います。 

□ 河井総務部長 
 会計年度任用職員の任用期間は１会計年度とされており、再度任用時の報酬決定に当た

っては、任用のたびに定めるべきものとされているところです。なお、常勤職員の昇給制

度との権衡を考慮することが適当と国から示されていますので、それをもとに検討してい

るところです。  

■ 長坂議員 
今まで昇給制度がなかったが、国の考え方としてそういう方向も含めて検討ということ

ですから、しっかり検討いただきたいと思います。  

 新地方公務員法の改正によって、会計年度任用職員には期末手当の支給が可能となり、

本市においても支給の方向で検討されているとのことです。今までは全く なかった。そう

いった意味では一歩前進であり、評価したいと思います。具体的な支給率はどう検討をさ

れているのか伺います。  

□ 河井総務部長 
 期末手当については、常勤職員との権衡、業務の内容、職務の責任の程度及び国からの

財政措置の動向も踏まえ、９月定例市議会への提案に向け、具体的な支給率を検討してい

るところです。  

■ 長坂議員 
国からの財政的支援は、今まではなかったのか伺います。 

□ 河井総務部長 
そういう支援はありません。  

■ 長坂議員 
具体的な勤務諸条件について、いつごろまでに結論をまとめて、対象の職員さんに御説

明されようとしているのか、スケジュールを伺います。  

□ 深澤市長 
 先ほども御答弁申し上げたように、報酬額などの具体的な勤務条件等については、条例

で定める必要がある事項もありますので、９月定例市議会において提案させていただき、

御審議、議決をいただきたいと考えています。  

その後に説明していきたいと考えているところですが、会計年度任用職員制度の概要や
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任用方法などについて、最終的にこれから詰めていこうといった段階にありますので、議

会での議決をいただく ということがありますが、お知らせできる内容がまとまった段階で

それぞれ随時、できる限り早くお知らせしていきたいと考えています。  

■ 長坂議員 
確認しておきます。条例等の関係については当然議会の議決を必要とするが、公民館職

員、会計年度任用職員の皆さんの処遇の問題について、議会の議決を必要とするのか伺い

ます。  

□ 深澤市長 
報酬額等々 について議会の議決を必要としていますので、議決がない段階でお知らせす

るということにはなりません。議決をいただいてからということですが、該当される職員

の皆さんには、お知らせできる部分は、できる限り早くお知らせしていきたいと考えてい

るところです。  

■ 長坂議員 
では、９月議会終了後ということになると思いますが、情報提供でき得る部分について

はやはり速やかに皆さんにお知らせしていただく ということを強く申し上げて質問を終わ

ります。  

（ 了）  



鳥取市地域組織支援モデル事業一括交付金

運用状況（ 令和元年７月）

１．一括交付金とは

（ １） 制度の目的

① ②地域課題解決に向けた活動と学習の連携、 組織の重複の解消による役員負担の

③軽減、 煩雑な事務処理の軽減などを目的として、本年度から試行的に進めています。 

※制度概要は別紙参照 

（ ２） 制度の運用と評価

本年度、明治地区、用瀬地区、佐治地区の３地区が活用を希望され、取り組みを進

められています。  

制度の運用状況は、年に複数回、地域に伺い確認するとともに、まちづく り協議会

の研修会や地区公民館の会議などで情報共有を行います。また、来年度以降の制度の

あり方の検討に生かします。

２．運用状況のヒアリング（ ７月分）

 ７月１２日（ 金） から１７日（ 水） にかけて、協働推進課、生涯学習スポーツ課の

職員が地区公民館に伺い、運用状況のヒアリングを行いました。  

ヒアリング実施日： 佐治地区 ７月１２日（ 金）  ９： ５０から１１： １５まで

         用瀬地区 ７月１６日（ 火） １４： ２５から１５： ４５まで

         明治地区 ７月１７日（ 水） １３： ４０から１５： ２０まで

ヒアリングの結果、３地区とも順調にスタートしていることが確認できました。  

このたびのヒアリングは、取り組みの初期段階でもあり、今後の運用のあり方につ

いて意見交換する場面が多くありました。引き続き、社会教育と地域づく り活動のよ

り一層の連携を図り、住民自治を推進していく ことができるよう、地域と一緒になっ

て運用状況を確認していきます。  

個別の状況は以下のとおりです。  

（ １） 組織の一体化について

① 役員の重複の軽減について 
・ 総会の承認を得て、公民館運営委員会は廃止している。（ 佐治）  

・ 以前から重複はなかった。組織がすっきりしたと思っている。（ 用瀬）  

・ 役員の重複は減った。（ 明治）  

② 会議の数の減少について 
・ 会議は減ったが、元々 会議の数は少なかった。（ 佐治）  

資料４ 



・ 特に変わっていない。（ 用瀬）  

・各部の会議は増えたが、役員１人あたりの会議の数は減少している。（ 明治）  

③ 社会教育とまちづく り事業の連携について 
・ 会合など、連携できるところは実施している。（ 佐治）  

・ もともとまちづく り協議会設立前は連携して行っていた。今年度も連携し

て事業を進める計画を立てている。（ 用瀬）  

・ 今はまだ１つの事業部が社会教育を担っている状態。今後、他の部の事業

との関連づけが必要。（ 明治）  

④ 問題点や課題について 
・ 今はまちづく り協議会の事業も公民館職員が主体的に担っており、負担に

感じている。NPO法人となるにあたり、まちづく りの事業を各部会が主体

的に行えるよう働きかけていく ことが課題。（ 佐治）  

・ 会議の回数は増えているので、複数の会議を１つにするなど工夫が必要。

（ 明治）  

（ ２） 資金の一体化について

  ①  事務処理の軽減について 
    ・ 公民館運営費はこれまで支所で支払いしていただいており、公民館で支払

いを行うことになって事務の手間が増えた。（ 佐治）  

    ・ 会計管理を３人から１人にした。金額が大きく なったが、職員同士でコミ

ュニケーションをとりながら運用できている。（ 用瀬）  

    ・ 公民館運営費については、市に請求書などを持ち込まなければならなかっ

たが、公民館で支払いができるようになり事務の負担が軽減した。（ 明治）  

  ②  運営の変化について（ 地域の意向に沿った運営ができているかなど）  
    ・ 補助金の使いやすさは向上したと思う。（ 佐治）  

    ・ 生涯学習委託事業費を使いきらなければという負担がなく なり、融通が効

く運用ができるようになった。（ 用瀬）  

    ・ １つの補助金にまとまったことで、地域の裁量が増え、また使途の融通が

効くようになった。（ 明治）  

  ③  問題点や課題について 
    ・ まちづく り協議会が事業主体となるため、館長の位置づけ（ 立ち位置） を

考える必要がある。（ 佐治）  

    ・ 事業検討にあたり、可能な限り住民の声を反映させるようにしたため、予

算編成に時間を要することとなった。結果として住民の満足度は高まって

いる。（ 明治）  



平成３１年度モデル的制度の概要

～鳥取市地域組織支援モデル事業一括交付金について～

１．事業概要

（ １） 事業名： 地域組織支援モデル事業 

（ ２） 補助事業者： まちづく り協議会

（ ３） 補助事業内容：

①地域住民や自治会、各種団体がお互いに連携・協力しながら、地域住民が主体とな
って身近な地域課題の解決を図り、地域をより良いものにしていく取組 

②地域の実態（ 地域課題）に応じた教育活動を通じ、学びの成果を生かした地域コミ
ュニティの維持や活性化、人材育成に貢献する取組 

（ ４） 定額交付（ 限度額： １０１万円～１０３万２千円）  

   ※内訳 
    ・ コミュニティ育成支援事業 運営補助５万円、活動補助４０万円 

    ・ 生涯学習委託事業  ４８万５千円 

    ・ 公民館運営費 ７万５千円～９万７千円 

（ 消耗品費、印刷製本費、役務費等 世帯数で変動）  

２．補助対象経費

  事業に要する報償費、謝金、賃金、旅費、消耗品費、印刷製本費、役務費、委託費、使

用料及び賃借料、備品購入費、工事請負費、原材料費、その他市長が特に必要と認める経

※費等 不動産取得費は除く

  ただし、次のような事業に係る経費は対象外とする。

  ・ 国、県、市から別の補助を受けて実施する事業

  ・ 政治的、宗教的な事業

 （ 備考： 飲食の取り扱い）

食材については、調理加工して事業に使用するための食材は補助対象とする。直接の食

事を目的とした食材（ 例： 弁当、菓子、アイスクリーム等）やスタッフのために用意した

食事は補助対象外とする。

  飲料については、事業実施のために必要なものは補助対象とする。
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３．交付金活用のために必要なこと

地域の課題解決に向け、まちづく り協議会と公民館運営委員会を一体化し、活動と学習

のより一層の連携が図られること。

※規約と組織図により確認する。

４．交付申請

（ １） 書類提出先： 協働推進課

（ ２） 提出書類：

   ① ②補助金等交付申請書 事業実施計画書

   ③収支予算書 ④規約（ 組織図）  ほか
（ ３） 事業の対象期間： 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで

５．実績報告

（ １） 報告期限：

    補助事業完了後１か月以内、または平成３２年４月１０日のいずれか早い日まで

（ ２） 書類提出先： 協働推進課

（ ３） 提出書類

    ① ②補助事業等実績報告書 事業実施報告書

    ③収支決算書 ほか

６．運用状況の確認

 年に複数回地域に伺い、運用状況を確認する。

  ①計画作成時（ ３月）
  ②事業実施中（ ７月～９月頃）
  ③事業終盤 （ １１月～１月頃）
  ④事業完了後（ ２月～３月頃）

【 担当】 〒680-8571 鳥取市尚徳町１１６ 
    市民生活部協働推進課 コミュニティ支援係 清水 

教育委員会事務局生涯学習・ スポーツ課 生涯学習係 山本 
   （ 連絡先： 協働推進課）  
    電話： 0857（ 20） 3171（ 直通）  Ｆ ＡＸ： 0857（ 21） 1594 
    メール： kyodosui shi n@ci ty. tottori . l g. j p 



令和元年度～令和２年度　市民自治推進委員会　スケジュール

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

●

● ●

● ●

● ●

● ●

取りま
とめ

提出

答申

内容の検討・作
成

令和元年度 令和２年度

委員会開催月目安

委嘱状の交付、委員長の選出

活動計画の確認

４～６月

市民まちづくり提案事業（市民活動
促進部門）審査会委員の選出

市民まちづくり提案事業（協働事業
部門）の審査

市民活動表彰者の選考

委員会意見書の提出

委員会活動報告書の作成
活動報告
書の作成

答申内容の検
討・作成

地域組織のあり方検討 検討状況は随時委員会で報告

１～３月１０～１２月７～９月４～６月１～３月１０～１２月７～９月

参画と協働のまちづくりフォーラム 実施時期・方向性の決定 準備・実施（実施については令和２年度中）

自治基本条例の見直し答申
（必要に応じて令和元年度から

審議）
見直し審議
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